
■　地域保健福祉をめぐる現状と課題及び主要論点（案）について

第２期地域保健福祉計画の振り返り（重点施策評価） 市民意向調査結果 

成 
 
 
 

果 

主 

 

要 
 

論 
 

点 

課 
 
 
 

題 

 
 

○ 障害者・高齢者の

支援者養成講座やスキ

ルアップ研修の実施 

 

○ 地域や行政などの

関係機関が連携して、

介護予防自主グループ

の立ち上げや支援を実

施  

 

○ 地域における自主

グループ活動のリー

ダーやコーディネー

ター、防災リーダーを

養成 

基

盤

意

識 

人材・コーディ

ネーターの育成 
 

 
○ 担当圏域包括ケア会議

において、地域の保健福祉

関係機関のネットワークを

形成  

 

○ 地域支援団体・市社

協・区役所等の定期的情報

交換・事例検討結果を各取

り組みに反映 

 

○ 復興公営住宅建設地域

等で、地域住民主体の課題

解決の話し合いが積極的に

開催 

 

 
○ 市内104地区の小地

域福祉ネットワーク活動

の実施により、地区の実

情に応じた住民同士の日

常的な支え合い体制を構

築   

 

○ コミュニティーソー

シャルワーカー（CSW）

が、復興公営住宅建設地

域等において、関係機関

との連携のための支援を

行い、地域のネットワー

クづくりをコーディネー

ト 

 

 

○ 災害時要援護者登

録情報リストと活用方

法をまとめた資料を地

域団体へ提供  
 

○ 保健福祉施設と福

祉避難所の協定を締結

（平成2６年度末日現在

10６箇所） 

 

○ 福祉避難所開設要

員について、市内指定

訪問介護事業所と介護

派遣協力に関する協定

を締結 

 

 
○ 各専門相談機関に

おいて、高齢者・障害

者・子育てなど地域の

様々な相談に対応でき

る体制を整備。必要に

応じて関係機関と連携

しながら支援を実施  

 

○ 震災関連では、仮

設住宅入居世帯への個

別訪問による生活再建

相談や学校へのスクー

ルカウンセラー派遣な

どによる児童の心のケ

アを充実 

話し合う場づくり 

○東日本大震災後の「地域でのつながり」の重要性

や「社会全体として助け合う意識」、ボランティア

活動などの「社会貢献意識」の高まりが確認された 

 

○現在住んでいる地域の安心度・充実度の判断基準

として「地域コミュニティとのつながり意識」が大

きく影響していることが分かった 

 

○自分のライフワークにあった時間・内容であれば

参加したいとする、市民の地域福祉活動への潜在的

参加意欲が確認された 

 

○今後加速する少子高齢化や災害時を想定して、地

域住民が相互に助け合う「共助」意識、地域住民主

体の支え合いのまちづくり意識が醸成されてきてい

ることが分かった 

● 地域コミュニティの希薄化 

● 地域全体の少子高齢化に伴う不安や課題の顕在化 

● 市民が感じている地域課題 

  ・地域における人と人とのつながりの希薄化と 

   連携不足 

  ・地域における世代間交流の不足 

● 地域活動団体や保健福祉サービス事業者など地域 

  資源の把握・情報共有不足 

● 多様な保健福祉サービスの提供 

● 災害時の地域における相互扶助体制の整備 

● 地域における話し合いの場の不足 

課 
 
 
 

題 

● 実践場面で機能する

ための研修手法の改善な

ど、事後的支援体制の構

築 

 

● コミュニティソー

シャルワーカー（CSW）

の活動実績・成功事例の

積み上げによる活動の標

準化 

⇒ 経験やノウハウを引

き継ぐ新たな人材の発掘 

 

● 多様な担い手・関係

機関による連携・協働の

取り組みの更なる促進 

⇒ 関係機関による意見

交換や情報提供ができる

場づくりの推進 

 

● 地域住民による保健

福祉活動と専門の相談支

援機関との連携を推進す

る仕組みづくり 

 

● 住民同士の見守り活

動等が地域により温度差 

⇒ 小地域福祉ネット

ワーク活動の充実に向け

た支援（リーダーやコー

ディネーター、担い手の

育成、地域の困りごとの

把握・解決支援等） 

 

● 地域資源を活かす

コーディネート機能の 

充実 

 

● 地域住民一人ひと

りへの制度周知・制度

理解の促進 

 

● 地域関係者で課題

を共有・検討していく

中で、それぞれの地域

の実情に合った要援護

者支援体制の構築を促

進 

        
 

● 複合的な課題を抱

える世帯や個別の対応

が必要な世帯への継続

的な支援を行える体制

の整備 

 

● 多様化する相談に

対応するための関係機

関のネットワークの更

なる強化 

 

地域内の見守り・

支え合いの促進 

災害時要援護者 

支援体制の構築 

地域での相談 

機能の充実 

社会情勢の変化や 

複合的な課題、地域の実情に 

柔軟・多角的に対応できる 

多様な担い手・新たな担い手の育成 

日常生活における困りごとなどを、 

制度にはない支援（ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽ）で、 

地域住民同士が支え合う 

仕組みづくりを推進する 

リーダーやコーディネーターの育成 

 
 

地域における課題発見・情報共

有・解決に向けた取り組みの促進 

〜地域住民が主体となった 

話し合う場づくりやネットワーク 

づくりの支援〜 

ひとり暮らし高齢者や生活困窮者 

などの社会的孤立防止に向けた 

見守り・支え合いの促進 

〜地域と相談支援機関・ 

関係機関同士の連携強化〜 

〜基本理念〜 『 誰もがそれぞれの地域で、自立し、安心して、自分らしい充実した生活を送ることができるまち 』   

資料４ 


